
〇基礎情報

（施策のねらい）
１　施策指標と実績（Do）

（評価の見方） Ｓ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果があがった Ａ 事業の指標は達成できなかったが、成果はあがった Ｂ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果は今後見込める
Ｃ 事業の指標は達成できなかったが、成果は今後見込める Ｄ 事業の指標を概ね達成したが、成果は見込めない Ｅ 事業の指標を達成できず、成果も見込めない
Ｚ 未着手事業（計画していたが未実施に終わった） 実績なし 事業実施の体制は整えていたが、実績がなかった（実施計画期間中で当該年度は実施予定のないものを含む）

２　政策的事業の実績（令和元年度）

合計

Check

R元予算（円） 354,150,000

R元決算（円） 354,149,325

1
本庁舎跡地周辺整
備事業

1 1.62 一般

78,865,920

実績
なし

-

Action

No.
事務事業

(第4次実施計画)
施
策

従事
者数

会計
区分

H30予算(円) R元予算(円) 何・誰に対して
（対象）

13,320,780 354,149,325

2
本庁舎跡地周辺整
備事業（道路事業）

1 0.00 一般
85,046,000

Ｓ -

13,336,000 354,150,000

H30にて事業終了
市道5563号線に右折車線と歩道を設置することにより、
県道45号線への自動車交通を円滑化したもの。

旧本庁舎跡地整備
工事

工事・事業の進捗

事務事業の取組結果と成果（効果）　（Plan　/　Do）

R元実績値
どうなったか（生ま
れた成果・効果）

どう働きかけた結果
（手段・方法）

R元目標値事務事業の指標
H30決算(円) R元決算(円)

取組
時間

事務
改善

休・
廃止

評価

一部供用開始

本庁舎東側出入口にプロムナード、分庁舎北側にバイク
置場、分庁舎東側に車椅子駐車場と自転車駐輪場を整
備した。また、ふれあい橋を改修し、国道1号線地下道出
入口付近の歩行空間を確保するなど、利用者の安全性と
利便性が向上した。

旧本庁舎跡地整備
工事

工事・事業の進捗

6 0

事務事業評価表

課名 施設再編整備課 作成責任者 常勤職員 常勤職員以外 総従事者 時間外勤務時間

1 　戦略的かつ経営的視点に立った公共施設の再編整備
施策指標名

4次実施計画の
現状値

目標値
（R2年度）

実績値
H29年度 H30年度 R元年度

10.3 時間0 人 0 人 0 人

2

6.00 人 493 時間

0 0.0% 0

　資産の有効活用

公共施設の再整備完了件数（累計） 5件 10件 － 9件 10件
3 　公共施設の適切な維持管理と長寿命化

再任用短時間 臨時職員 非常勤嘱託職員 総人工 総時間 一人あたり月平均
施策目標 63

　公共施設の再編整備と適正な維持管理を進め
る

高橋　修
管理職 左記以外

2 人 4 人

4 0

5 0

0 0.0% 0



３　実施計画事業（政策的事業（政策的事業のない課かいは一般管理事務等））の総括評価

４　Actionにチェックの入った今年度「事務改善」を行う事業
No.

５　Actionにチェックの入った今年度「休・廃止」を検討する事業
No.

　人工・事務事業費・事務事業指標達成度の結果にかかる分析（Check）　／　今後の展望（Action）

　施設再編整備課の令和元年度の事務事業数は11事業あり、うち政策的事業は1事業である。政策的事業の評価結果について、「本庁舎跡地周辺整備事業」は、令和2年6月に事業完了に向けて予定通りに工事
が進捗したことから「S」と評価している。
　施策指標の「公共施設の再整備完了件数（累計）」は、市内の全小学校に自校式給食場が整備されたことにより、令和元年度の目標である学校給食共同調理場の用途を廃止することができた。しかしながら、学
校給食共同調理場は、耐震性に課題のある施設の廃止として目標を達成したが、当該施設廃止後の跡地利用については引き続き検討が必要である。
　職員の時間外勤務は、総時間で493時間、1人当たりの月平均10.3時間であり、前年度と比較して総時間は581時間減少、1人当たりの月平均は12.1時間減少することができた。これは、主に平成30年度まで行って
いた茅ヶ崎市民文化会館再整備事業が完了し、本庁舎跡地周辺整備事業に関する茅ヶ崎市役所仮設庁舎跡地活用事業の業務量が減少したためである。

事務事業（検討事業がない場合は - ） 休・廃止検討の理由（1事業も検討できない場合はその理由を記載）

- -
本庁舎跡地周辺整備事業は、平成30年度から令和2年度までの継続的な事業として実施しており、令和2年6月予定通りに事業が完了したため、事務改善及び休・廃
止を検討する事業の対象とはならなかったため。

事務事業（事業がない場合は - ） 事務改善の内容

- - -


